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韓国の第５回全国同時地方選挙をめぐって 
 

 

鄭   智 允 

 

 

 はじめに 

 

 地方自治は民主主義の学校である。民主主義の疲弊が憂慮される中、地方選挙は学級の

立てなおしにつながる重要な選択になっている。しかし、韓国において地方選挙は「政治

のための政治」の道具として利用されてきた歴史を持つ。 

 1949年７月には地方自治法が制定されるも実施は留保され、韓国における初の地方選挙

は1952年朝鮮戦争の最中首都を釜山に移した状況で、さらに当時北朝鮮占拠下であったソ

ウル・京畿道・江原道地域を除いて行われた。朝鮮戦争の停戦後は、軍事政権によって

1961年には地方議会は解散、知事・市長・郡守は任命制になり、地方選挙はおろか地方自

治制度も言葉だけのものに転落していた。 

 しかし、各地で起こる民主化運動で、1987年６月29日に当時の大統領補佐であった盧泰

愚（ノ・テウ、後の大統領1988～1993年）が民主化を宣言し、翌1988年には地方自治法が

改正され、1991年に30年ぶりに地方議会選挙が、そして1995年にはじめて首長選挙と議会

選挙が同時に実施された。 

 2010年６月２日に、第５回目の全国同時地方選挙（以下、地方選挙)(１)が行われた。主

な争点は、中央政府・与党が推進してきた主な政策である「世宗市（行政首都移転）修正 

                                                                                 

(１) 韓国の全国同時地方選挙は、1994年制定の「公職選挙及び選挙不正防止法」（2005年改正で

「公職選挙法」に名称変更）で各種の選挙法（大統領・国会議員・地方自治体の首長・地方議

会議員選挙法）を１つに統合する過程で、地方自治体の首長と地方議会議員の選挙日を同日に

実施するように定めた。日本の統一選挙では、ある一定期間に任期満了になった都道府県や市

区町村の首長及び地方議会議員の選挙を対象にしているが、韓国の全国同時地方選挙は４年に

１度という点では日本と同じであるが、すべての自治体及びすべての地方議会を対象にしてい

ることが異なる。 
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案」・「４大河川整備事業｣(２)、そして分断国家である故に選挙時いつもあげられる北朝

鮮との関係をめぐる問題としての「哨戒艦沈没」事件で、今回の地方選挙は選挙前から国

政の延長戦ではないか、という冷ややかな目で眺める人々が多かったのも事実である。 

 本稿では、まず今回の選挙についての概説を行い、その結果から読み取れる特徴を大き

く３点＜地域対立構造の後退、教育関連直接選挙の実施、地方選挙への若年層の参入＞指

摘する。その際、今回の選挙は、単なる国政の評価に過ぎず、地方自治の萌芽となるもの

は本当になかったのか、という問題意識に基づいて、選挙結果を考察してみたい。すなわ

ち韓国において、地方選挙は国政との関係で中間選挙的な意味合いが強いが、本稿では敢

えて地方選挙は地方自治のために存在すべきという原点に基づいて選挙の結果をみること

にする。 

 

 

 1. 第５回地方選挙の概要 

 

 今回の地方選挙については、選挙前から中央政府・与党＝ハンナラ党に対する政治的な

評価であるという報道が目立っていた。ハンナラ党は先の「哨戒艦沈没」事件をあげ北朝

鮮に友好的な政策を推進してきた野党側をけん制し、一方の野党民主党は与党の主要政策

である「世宗市（行政首都移転）修正案」・「４大河川整備事業」の撤回と「哨戒艦沈

没」事件究明を唱えた。さらに、没後ちょうど１年になる盧武鉉（ノ・ムヒョン）前大統

領の追悼の雰囲気も高まっていたため、地方選挙であるにもかかわらず、地域のために働

く代表者を選ぶという色合いは、薄くなりがちであった。 

 さて、６月２日に行われた地方選挙は、広域自治団体（以下、広域自治体）の首長と議

員、基礎自治団体（以下、基礎自治体）の首長と議員、さらに、広域自治体に置かれてい

る教育監と教育委員(３)を選ぶために行われた。自治体の議員選挙は選挙区制と比例代表 

                                                                                 

(２) ４大河川整備事業とは、韓国の主な４つの河川、漢江・錦江・栄山江・洛東江の整備事業で、

総事業費13兆9,000億ウォンが投入される予定である。李明博（イ・ミョンバク）現政権は、

この事業によって全国で21万599人の雇用が創出され、22兆6,000億ウォン（約１兆4,769億

円）規模の生産誘発効果がある、と事業の効果を説明している。 

(３) 教育監と教育委員の直接公選は、2006年に盧武鉉（ノ・ムヒョン）前大統領政権下で導入さ

れたが、教育委員の直接公選については今回の一度限りで廃止が決まっている。 
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制の並立制(４)であるため、有権者は候補者と政党の両方に投票する。その結果、１人の

有権者（19歳以上の男女と永住権を得て３年以上経った外国人）は、同時に６つの選挙に

おいて合計８人もの候補者に票を投じる選挙となった。選挙区数及び定数現況は【表１】

の通りである。 

 簡略に韓国の地方自治制度を紹介すると、【図１】のように、広域自治体と基礎自治体

の二層構造になっている。日本の都道府県にあたる広域自治体は、ソウル特別市と６つの

広域市（釜山、仁川、光州、大田、大邱、蔚山）と８つの道（京畿道、江原道、忠清北道、

忠清南道、全羅北道、全羅南道、慶尚北道、慶尚南道）と１つの特別自治道（済州）から

なる。地図上（【図２】参照）でみると、広域市は道に囲まれているが、日本の都道府県

と政令指定都市との関係とは違って、権限も財源も完全に独立しており、対等な関係であ

る。広域自治体の下に、自治区、郡、市が置かれているが、済州特別自治道は2006年の特

別法(５)によって基礎自治体がない一層制となっている。 

 

                                                                                 

(４) 広域自治体議会は小選挙区制と比例代表制の並立制を、基礎自治体議会は中選挙区制と比例

代表制の並立制を導入している。 

(５) 「済州特別自治道の設置及び国際自由都市造成のための特別法」（以下、済州特別法）が

2006年２月に国会を通過し、基礎自治体と基礎自治体議会がなくなった。この特別法の制定で

誕生した済州特別自治道に、国防・外交・司法を除く、多くの権限が国から移譲されている。 
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【表１】選挙区数及び定数現況 

 

市・道知事 

選   挙 

自 治 区 ・ 

市・郡議長 

選   挙 

市・道議会議員選挙 区・市・郡議会議員選挙 教育監選挙
教育委員

選  挙

合 計 地域区 比例代表 合 計 地域区 比例代表
市・道 

選挙 

区数 
定数 

選挙 

区数 
定数 選挙

区数
定数

選挙

区数
定数

選挙

区数
定数

選挙

区数
定数 

選挙 

区数 
定数 

選挙

区数
定数

選挙

区数
定数

選挙

区数
定数

合 計 16 16 228 228 696 761 680 680 16 81 1,269 2,888 1,039 2,512 230 376 16 16 82 82

ソウル特別市 1 1 25 25 97 106 96 96 1 10 185 419 160 366 25 53 1 1 8 8

釜 山 広 域 市 1 1 16 16 43 47 42 42 1 5 86 182 70 158 16 24 1 1 6 6

大 邱 広 域 市 1 1 8 8 27 29 26 26 1 3 52 116 44 102 8 14 1 1 5 5

仁 川 広 域 市 1 1 10 10 31 33 30 30 1 3 50 112 40 97 10 15 1 1 5 5

光 州 広 域 市 1 1 5 5 20 22 19 19 1 3 30 68 25 59 5 9 1 1 4 4

大 田 広 域 市 1 1 5 5 20 22 19 19 1 3 26 63 21 55 5 8 1 1 4 4

蔚 山 広 域 市 1 1 5 5 20 22 19 19 1 3 24 50 19 43 5 7 1 1 4 4

京 畿 道 1 1 31 31 113 124 112 112 1 12 182 417 151 363 31 54 1 1 7 7

江 原 道 1 1 18 18 39 42 38 38 1 4 69 169 51 146 18 23 1 1 5 5

忠 清 北 道 1 1 12 12 29 31 28 28 1 3 58 131 46 114 12 17 1 1 4 4

忠 清 南 道 1 1 16 16 37 40 36 36 1 4 77 178 61 152 16 26 1 1 5 5

全 羅 北 道 1 1 14 14 35 38 34 34 1 4 86 197 72 173 14 24 1 1 5 5

全 羅 南 道 1 1 22 22 52 57 51 51 1 6 104 243 82 211 22 32 1 1 5 5

慶 尚 北 道 1 1 23 23 53 58 52 52 1 6 125 284 102 247 23 37 1 1 5 5

慶 尚 南 道 1 1 18 18 50 54 49 49 1 5 115 259 95 226 20 33 1 1 5 5

済州特別自治道 1 1 0 0 30 36 29 29 1 7 0 0 0 0 0 0 1 1 5 5

＜出典＞ 中央選挙管理委員会 

 



 

－ 35 － 

●
－自治総研通巻381号 2010年７月号－●

【図１】韓国の地方行政体制の現況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図２】韓国の広域自治体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2. 地域対立構造の後退 

 

(１) 15の政党が戦って、投票率も前回より上がった、第５回地方選挙 

   第５回地方選挙には、15の政党が候補者を出し、群雄割据とも言える選挙戦になっ

下部行政組織 

基礎自治体 

 （228） 

広域自治体 

 （16） 

中央政府 

特別市(１) 特別自治道(１) 

自治区 

行政市 

洞 洞 

道(８) 

郡 市

区

面・邑 邑・面・洞

広域市(６)

自治区 郡

洞 邑・面

【広域自治体と人口】 

 1. ソウル特別市（約1,025万） 2. 釜山広域市（約356万) 

 3. 大邱広域市（約249万） 4. 仁川広域市（約271万) 

 5. 光州広域市（約144万） 6. 大田広域市（約149万) 

 7. 蔚山広域市（約111万） 

 8. 京畿道（約1,153万）  9. 江原道（約151万） 

10. 忠清北道（約153万） 11. 忠清南道（約204万) 

12. 全羅北道（約186万） 13. 全羅南道（約191万) 

14. 慶尚北道（約267万） 15. 慶尚南道（約326万) 

16. 済州特別自治道（約56万） 
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た。なぜ、このような多くの政党が選挙に参加できるかを簡単に説明したい。韓国で

は、「政党法」に従って政党を設立することが可能である。政党の要件は、５つ以上

の広域自治体に各々1,000人以上の党員を持つことで、選挙管理委員会に政党として

登録することができる。国会議員がいなくても政党と呼ばれ、比例代表に候補者を擁

立することができる。また、政党には、その活動を保護・育成するためという名目で

国庫補助金（日本の政党交付金にあたる）が割り当てられている(６)。 

   日本には政党法に相当するものがないこととは対照的だと言えるだろう。日本の場

合は政治団体をつくり、「政党」を単に名乗るだけならばほぼ無条件だが、公的助成

を受けるのは難しい。国会議員が衆参両院合計で５名以上いるもの、もしくは直近に

行われた総選挙もしくは通常選挙における得票率が２％以上あった政治団体でなけれ

ば法律上の政党（政党助成法第２条第１項、政治資金規正法第３条第２項）として助

成を受けることができない。つまり、前回国政選挙で実績を築いた政治団体でなけれ

ば政党として助成を受けられない。日本と比べると韓国の公的助成の要件は緩やかで

あると言えるだろう。 

   今回の地方選挙に参加した15の政党を国会議席の有無で分けると、以下の通りであ

る。 

 

   ● 国会に議席を持つ政党：ハンナラ党、民主党、自由先進党、民主労働党、創造韓

国党、進歩新党、国民中心連合 

   ● 国会に議席がない政党：建国党、国民参与党、国際緑色党、未来連合、社会党、

自由平和党、親朴連合、平和民主党 

 

   このように多くの政党が参加していたが、国会に議席を持っている政党、中でも与

党のハンナラ党と前回与党であり野党の中でも一番多くの議席を持つ民主党との戦い、

そして多くの野党がどのように力を合わせて与党と戦うのかに世間の関心が集まって

いた。 

   このように乱立する政党からなる多くの候補者、そして度重なる選挙制度の変化も

                                                                                 

(６) 国庫補助金は選挙管理委員会に登録された政党に支給される。会派（20人以上の国会議員を

持つ政党がつくれる。韓国では「交渉団体」と呼ぶ）を構成した政党に総額の50％を均等に配

分し、国会に５議席以上20議席未満の議席を持つ政党には総額の５％ずつ、５議席未満または

議席がない政党には総額の２％ずつを各々支給する。 
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影響して、選挙前の世論調査によれば、国民の選挙への関心は低く投票率も下がるだ

ろうという予測であった。しかし、結果としては【図３】で示しているように投票率

は54.5％で、歴代２番目（地方選挙実施後）の投票率であって、予想外に高い投票率

となった。以下、選挙結果についてみることにしよう。その後なぜ、予想を超える投

票率が出たのか、選挙結果をみることにしたい。 

 

        【図３】韓国の歴代地方選挙の投票率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 野党に軍配があがった広域自治体首長選挙 

   16の広域自治体首長選挙で当選したのは、ハンナラ党（国政与党）が６名、民主党

７名、自由先進党が１名で、前回の選挙での16広域自治体の首長のうち14名がハンナ

ラ党推薦であった状況を大きく変えた。 

   なかでも、従来から保守地域と言われてきた、江原道、忠清南道、慶尚南道で民主

党または民主党関連候補者が当選したことはとくに注目に値する。これまでは、地域

ごとに優勢な政党が予め決まっているために、各政党が政策を争点に掲げようが有権

者はそのような政策をみることなく、単に政党だけをみて投票先を決めてきた。例え

ば、歴代広域自治体首長の選挙結果（４回までの結果）をみると、釜山広域市と慶尚

南道・慶尚北道は毎回ハンナラ党から当選者が出て、光州広域市と全羅南道・全羅北

道はすべて民主党（または民主党関連）から当選者が出た。また江原道と忠清南道・

忠清北道は、ハンナラ党と自由先進党が優勢であった。 

   この地元意識に基づく「地域的対立構造」は韓国の選挙・投票行動の大きな特徴と

言われてきた。しかし、今回の選挙では、これが崩れたのである。例えば、江原道は
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伝統的に保守政党が優位をみせてきた地域である。知事選挙結果をみると、２回・３

回・４回の地方選挙でハンナラ党出身の候補者が当選した。とくに2002年と2006年の

地方選挙では民主党候補者を２倍も上回る得票差で当選している。今回も選挙前の世

論調査でハンナラ党が優勢であるという予測であった。 

   しかし、結果は民主党候補者である李光宰（イ・グァンジェ、新聞等では「盧武鉉

前大統領の右手」と言われる側近）が、ハンナラ党候補者を10ポイント上回る得票差

で当選した。 

   勝利の背景には、まず、選挙前に５つの野党（民主党、民主労働党、創造韓国党、

進歩新党、国民参与党）が候補の統一に努めたことが影響したと思われる。江原道の

場合、民主党と民主労働党が候補者を出していたが、結局民主党の候補者に一本化し

たことで野党支持票の集中に成功した。 

   次に、地元意識よりは未来への不安を抱えている20～30代が選挙に参加したことも

選挙結果を分ける大きな原因であった。マスコミの出口調査によると、民主党候補者 

 

【表２】広域自治体首長選挙における当選者と次点候補の党派と得票率 

 

当 選 者 次点候補 
広域自治体 

政 党 得票率 政 党 得票率 

ソウル特別市 ハンナラ党 47.73％ 民 主 党 46.83％ 

釜山広域市 ハンナラ党 55.42％ 民 主 党 44.57％ 

大邱広域市 ハンナラ党 72.92％ 民 主 党 16.86％ 

仁川広域市 民 主 党 52.69％ ハンナラ党 44.38％ 

光州広域市 民 主 党 56.73％ 国民参与党 14.48％ 

大田広域市 自由先進党 46.67％ ハンナラ党 23.28％ 

蔚山広域市 ハンナラ党 61.26％ 民主労働党 29.25％ 

京 畿 道 ハンナラ党 52.20％ 国民参与党 47.49％ 

江 原 道 民 主 党 54.36％ ハンナラ党 45.63％ 

忠 清 北 道 民 主 党 51.22％ ハンナラ党 45.91％ 

忠 清 南 道 民 主 党 42.25％ 自由先進党 39.94％ 

全 羅 北 道 民 主 党 68.67％ ハンナラ党 18.20％ 

全 羅 南 道 民 主 党 68.30％ ハンナラ党 13.39％ 

慶 尚 北 道 ハンナラ党 75.36％ 民 主 党 11.82％ 

慶 尚 南 道 無 所 属 53.50％ ハンナラ党 46.49％ 

済州特別自治道 無 所 属 41.40％ 無 所 属 40.55％ 
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  の場合、20代で68.0％、30代で71.8％という高い得票を得ている(７)。彼らは、福

祉・社会保障・雇用不安の解消等をマニフェストとして掲げた候補者を選んだが、こ

のマニフェストは従来の全国一律の公約集からは一線を画した地方ごとのものであっ

た(８)。 

   また、忠清南道の知事になった民主党の安熙正（アン・ヒジョン、新聞等では「盧

武鉉前大統領の左手」と言われる側近）と慶尚南道知事選で選ばれた無所属の金斗官

（キム・ドグァン、盧武鉉政権の行政自治長官であった）も、前政権で活躍していた

政治家である。この結果から、盧武鉉前大統領を追悼する空気が選挙に影響したので

はないか、という評価も可能である。 

   これらに留まらず、当選者の公約が、安知事は世宗市の移転をめぐる問題を、金知

事は４大河川整備をめぐる問題を、各々地域の課題として掲げており、国政レベルの

課題だけではなく地域の福祉・教育・経済等までを詳細にとりあげたマニフェストを

作成してきたことを見逃してはならない。地元意識を利用した選挙戦だけでは勝てな

いことを示す格好の例と思われる。 

   ソウル市長選でも、ハンナラ党現職の呉世勲（オ・セフン）が民主党の韓明淑（ハ

ン・ミョンスク）に約0.6ポイントの僅差にまで迫られた。また、従来からハンナラ

党の圧勝が当然と見られてきた釜山広域市においても民主党推薦候補者が歴代最高の

得票率（44.57％）を得るなど、辛くもハンナラ党が勝ったといえ民主党にとって善

戦であったことは間違いないであろう。一方民主党の票田とも言われてきた全羅道地

域（光州広域市・全羅北道・全羅南道）においてもハンナラ党推薦候補者が二ケタの

得票率を達成するなど、地域色が褪せりつつある状況が現れている。 

 

(３) 民主党とその他の野党の健闘がみられた基礎自治体首長選挙 

   基礎自治体の首長選挙では228名のうち、民主党92名で、ハンナラ党（国政与党）

83名より９名も多く当選した(９)。前回の選挙では、230の基礎自治体の首長のうち、

                                                                                 

(７) 「ソウル新聞」、2010年６月４日付記事参照。 

(８) 両候補の公約を見ると、ハンナラ党の候補者が公共事業やハコモノ（休養団地調整、企業支

援等）中心の公約を掲げた一方、民主党の候補者は若者の職探しの問題、教育の問題、福祉の

問題など地域の現状を適切に捉え、公約の履行計画のロードマップを提示するなど、公約の具

体性が明らかであった。 

(９) 今回の基礎自治体の首長定数が減った（前回230から今回228へ）のは、慶尚南道にある３つ

の市が合併して１つになったためである。 
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155名がハンナラ党推薦の首長であった。とくに、ソウル特別市の自治区においては、

前回の選挙で25区すべてがハンナラ党推薦の首長であったが、今回の選挙ではこのう

ち21区で民主党推薦の首長が勝利する大転換が起こった。 

   ソウルの近隣地域である仁川地域でも、10の基礎自治体のうち、６の自治体首長が

民主党候補者で、また京畿道の31の基礎自治体のうち、19市・郡に民主党候補が当選

し、首都圏地域の基礎自治体においても民主党が優位を占める結果になった。なお

【表４】で分かるように、前回の地方選挙では、大田広域市、大邱広域市、江原道で

は、すべての基礎自治体の首長がハンナラ党であった。 

   今回これらの地域で民主党推薦の首長と民主労働党推薦の首長、そして無所属の首

長が誕生したことは、地域＝政党という図式を変え、今までの選挙模様と一線を画す

る結果であるとも言えよう。 

 

【表３】基礎自治体首長の政党別当選者数（第５回地方選挙） 

 

地域（定数） ハンナラ党 民主党 自由先進党 民主労働党 国民中心連合 未来連合 無所属 

ソウル特別市(25) 4 21 0 0 0 0 0 

釜山広域市(16) 13 0 0 0 0 0 3 

大邱広域市(８) 6 0 0 0 0 0 2 

仁川広域市(10) 1 6 0 2 0 0 1 

光州広域市(５) 0 4 0 0 0 0 1 

大田広域市(５) 1 1 3 0 0 0 0 

蔚山広域市(５) 4 0 0 1 0 0 0 

京 畿 道(31) 10 19 0 0 0 0 2 

江 原 道(18) 10 4 0 0 0 0 4 

忠 清 北 道(12) 3 5 3 0 0 0 1 

忠 清 南 道(16) 4 3 7 0 1 0 1 

全 羅 北 道(14) 0 13 0 0 0 0 1 

全 羅 南 道(22) 0 15 0 0 0 0 7 

慶 尚 北 道(23) 16 0 0 0 0 1 6 

慶 尚 南 道(18) 11 1 0 0 0 0 6 

合   計(228) 83 92 13 3 1 1 35 

＜出典＞ 中央選挙管理委員会 
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【表４】第４回基礎自治体首長の政党(10)別当選者数（2006年度） 

 

地域（定数） ハンナラ党 民主党 ウリ党 民主労働党 国民中心党 無所属 

ソウル特別市(25) 25 0 0 0 0 0 

釜山広域市(16) 15 0 0 0 0 1 

大邱広域市(８) 8 0 0 0 0 0 

仁川広域市(10) 9 0 0 0 0 1 

光州広域市(５) 0 5 0 0 0 0 

大田広域市(５) 5 0 0 0 0 0 

蔚山広域市(５) 4 0 0 0 0 1 

京 畿 道(31) 27 0 1 0 0 3 

江 原 道(18) 18 0 0 0 0 0 

忠 清 北 道(12) 5 0 4 0 0 3 

忠 清 南 道(16) 6 0 3 0 7 0 

全 羅 北 道(14) 0 5 4 0 0 5 

全 羅 南 道(22) 0 10 5 0 0 7 

慶 尚 北 道(23) 19 0 0 0 0 4 

慶 尚 南 道(20) 14 0 2 0 0 4 

合   計(230) 155 20 19 0 7 29 

 

【図４】第４回(11)・第５回基礎自治体首長選挙におけるハンナラ党と民主党の議席数 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                 

(10) 第４回の地方選挙でのウリ党と国民中心党は第５回では各々民主党と自由先進党に統合され

た。 

(11) 第４回の地方選挙においては、民主党はウリ党と民主党に分けられていたが、第５回にはウ

リ党が民主党に統合されたため、【図４】ではウリ党の議席（19議席）と民主党の議席（20議

席）を合わせて民主党の議席として数えた。 
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(４) 多党化しつつある広域自治体議会選挙 

   広域自治体議会選挙においても、自治体首長選挙と同様に、民主党が大幅に議席を

増やす結果となった。改選761議席のうち、民主党が360議席を占め、ハンナラ党の

288議席を大きく上回った。16の広域自治体議会のうち、10の広域自治体議会で民主

党優勢の議会が構成されることになった（自由先進党優勢の議会も１つ誕生した）。 

   前回の地方選挙では、光州広域市、全羅北道、全羅南道を除く、すべての地域区で

ハンナラ党が過半数以上の議席を占めていた。とくに、ソウル特別市、仁川広域市、

京畿道、大田広域市、釜山広域市、大邱広域市では、すべての地域区議員がハンナラ

党推薦という、異常ともいえる結果であった。 

   前回第４回の地方選挙がハンナラ党の圧勝であったことに比べると、今回の選挙は、

野党第一党である民主党はもちろん、他の野党もある程度の成果を得たと言える選挙

結果であった。例えば、民主労働党は24名（前回15名）、進歩新党は３名（前回１

名）が当選を果たし、そして今回はじめて地方選挙に参加した国民参与党が推薦した

候補者５名も当選した。進歩的な性向を持つこれらの政党の地域政治における役割に

注目が集まっている。 
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【表５】第５回広域自治体議会議員の政党別の当選者数（2010年） 

 

ハンナラ党 民主党 自由先進党 民主労働党 進歩新党 国民参与党 未来連合 親朴連合 無所属定 数 

(地域区/比例区) 地域 比例 地域 比例 地域 比例 地域 比例 地域 比例 地域 比例 地域 比例 地域 比例 地域

ソウル(96/10) 22 5 74 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

釜 山(42/5) 37 3 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5

大 邱(26/3) 25 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

仁 川(30/3) 5 1 21 2 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 2

光 州(19/3) 0 0 18 2 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大 田(19/3) 0 1 4 1 15 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

蔚 山(19/3) 11 2 0 0 0 0 6 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2

京 畿(112/12) 36 6 71 5 0 0 1 0 1 0 1 1 0 0 0 0 2

江 原(38/4) 20 2 12 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6

忠 北(28/3) 3 1 20 2 4 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

忠 南(36/4) 5 1 12 1 19 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

全 北(34/4) 0 1 33 2 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

全 南(51/6) 0 1 45 4 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 4

慶 北(52/6) 44 4 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 6

慶 南(49/5) 35 3 2 1 0 0 4 1 2 0 1 0 0 0 0 0 5

済 州(29/7) 9 3 16 2 0 0 1 1 0 0 0 1 0 0 0 0 3

合 計(680/81) 252 36 328 32 38 3 18 6 3 0 3 2 1 0 1 2 36

＜出典＞ 中央選挙管理委員会 
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(５) 唯一ハンナラ党優勢であった基礎自治体議会選挙の実相 

   基礎自治体議会の選挙結果をみると、地域区と比例区を合わせた全体議席2,888議

席のうち、ハンナラ党議員が1,247議席を占め、民主党の1,025議席を上回っている。

今回地方選挙の中では、唯一ハンナラ党が優勢であった選挙結果であるが、この結果

も中身をよく見ると、大きな変化が起こっていることが分かる。 

   前回の地方選挙では、光州広域市、全羅北道、全羅南道を除くすべての地域におけ

る基礎自治体議会でハンナラ党が半数以上の議席を得た。今回の選挙でも全体議席を

見るとハンナラ党が多くの議席を得ているが、地域別の議席数からみると、与野党の

議席差が僅かである議会や野党中心の議会が誕生していることが分かる。 

   例えば、ソウル地域の基礎自治体議会の地域区議席では、ハンナラ党208議席、民

主党201議席である。前回の選挙では、ハンナラ党の議席は262で、民主党とウリ党を

合わせた153議席（各々141議席と12議席）より109議席も多く占めていた。また、仁

川広域市、京畿道でもハンナラ党が多くの議席を占めているが、民主党との差が僅か

であることが分かる。 

   また、前回大田広域市と忠清北道の基礎自治体議会はハンナラ党優勢であったが、

今回の選挙では民主党と自由先進党が多くの議席を獲得している。さらに、忠清南道

では自由先進党がハンナラ党と民主党を上回る議席を得ている。民主党とハンナラ党

という両大政党に加え、自由先進党と民主労働党が100を超える議席（各々117議席と

115議席）を獲得し、進歩性向の野党である進歩新党と国民参与党も各々22議席と24

議席を獲得し、そして無所属議員305人（前回228）が誕生するなど、多様化が進んで

いることが現れている。 

 

 



 

－ 45 － 

●
－

自
治
総
研
通
巻
3
8
1
号
 
2
0
1
0
年
７
月
号
－

●

－
 4
5

 －
 

【表６】第５回基礎自治体議会議員の政党別の当選者数（2010年） 

 

地域・定数 

(地域/比例) 
ハンナラ党 民主党 自由先進党 民主労働党 創造韓国党 進歩新党

国民中心 

連  合 
国民参与党 未来連合 親朴連合 無所属 

ソウル(366/53) 183/25 173/28 0 3/0 0 4/0 0 2/0 0 0 1 

釜 山(158/24) 93/16 28/8 0 9/0 0 3/0 0 2/0 1/0 2/0 20 

大 邱(102/14) 70/10 4/0 0 2/0 0 2/0 0 1/0 3/0 5/4 15 

仁 川(97/15) 46/7 43/7 0 4/1 0 2/0 0 0 0 0 2 

光 州(59/9) 0 44/5 0 10/4 0 0 0 2/0 0 0 3 

大 田(55/8) 11/0 21/4 23/4 0 0 0 0 0 0 0 0 

蔚 山(43/7) 25/3 0 0 13/4 0 2/0 0 1/0 0 0 2 

京 畿(363/54) 177/25 165/23 0 8/1 1/0 2/0 0 2/5 1/0 0 7 

江 原(146/23) 90/14 36/9 0 0 0 0 0 0 0 0 20 

忠 北(114/17) 44/4 45/10 12/3 2/0 0 0 0 0 0 0 11 

忠 南(152/26) 50/4 34/7 60/15 0 0 0 2/0 0 0 0 6 

全 北(173/24) 0/2 119/18 0 3/3 0 1/0 0 4/1 0 0 46 

全 南(211/32) 0 146/26 0 14/6 0 0 0 2/0 0 0 49 

慶 北(247/37) 162/28 1/4 0 2/1 0 2/0 0 1/0 2/1 5/3 72 

慶 南(226/33) 136/22 12/5 0 20/5 0 4/0 0 0/1 3/0 0 51 

合計(2,512/376) 1,087/160 871/154 95/22 90/25 1/0 22/0 2/0 17/7 10/1 12/7 305 

＜出典＞ 中央選挙管理委員会 
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 3. 新たな試み「教育自治制度」 教育監と教育委員選挙 

 

 選挙制度改革の面に着目した場合、今回の同時選挙の大きな特徴の１つは、自治体の首

長と議員に加え、教育監と教育委員を住民の直接選挙によって選ぶという点にあった。

1991年に韓国で地方自治制度が再び施行された際、地方教育自治制度を復活させるべきで

あるという議論が起こり、「地方教育自治に関する法律」が制定された。 

 この法律によって、教育監は教育委員会から選出されるようになる。また、1997年の法

改正で、学校運営委員会が教育監と教育委員を選ぶようになった。さらに、2006年11月に

は、教育監及び教育委員の選挙方法を住民による直接選挙に転換する改正が行われるとい

う経過をたどった。そして、今回の選挙ではじめて地域住民の手によって教育監と教育委

員が選ばれるようになった。 

 韓国において、教育に関する事務は、広域自治体の事務とされている。日本の教育シス

テムとは違って、韓国ではこの事務を担当する機関として、執行機関＝「教育監」と審

議・議決機関＝「教育委員会」が各々設置されている。教育監とは、広域自治体の教育に

関する事務の執行機関（独任制）であり、自治体とは分離・独立した執行機関になってい

る。すなわち、教育監は、首長の指揮・監督をまったく受けず、教育に関する事務（条例

案等の議案提出権、予算の編成・執行権など）を執行していて、大きな権限が与えられる

という特徴がある。 

 このように大きな権限を持つ教育監の多くは、地方自治制度が実施されてから一貫して

保守系の人事によって占められてきた。しかし、今回実施した同時選挙では、全体16席

（16の広域自治体に設置）のうち、革新系(12)の教育監が６つの地域（ソウル特別市、光

州広域市、江原道、京畿道、全羅北道、全羅南道）で誕生した。 

                                                                                 

(12) 今回の教育監選挙の争点は、全国教職員労働組合の名簿公開と無償給食導入の賛否であった。

革新系と保守系という言葉の定義をすることは難しいが、今回の選挙では、概ね全国教職員労

働組合名簿の公開に反対し無償給食導入に賛成する候補者を革新系と呼ぶことにした。 
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 中でも、江原道と光州広域市の教育監は全国教職員労働組合(13)（革新系）の出身であ

る。ソウル特別市と京畿道の首長がハンナラ党であるのに対し両地域の教育監は革新であ

るため、教育事務における首長と教育監とのねじれから、意見対立が憂慮されている。そ

の一方、中央政府の教育政策と異なる地方の特徴を生かした教育政策を展開できるかどう

かに期待も高まっている。 

 

 

 4. 若年層の力で予想を超えた高い投票率 

 

 今回も20～30代の若年層の投票率が作用したといわれている。日本同様、韓国において

も若年層の投票率は低いのだが、若年層の投票率が劇的に上昇することによって与野党が

逆転するほどの影響力を持つことが過去にもあった。例えば、2002年の大統領選挙では、

若年層がインターネットや携帯のメールを活用して当初劣勢だと思われた盧武鉉前大統領

を当選させた。そして、今回の選挙では、選挙戦における度重なるハンナラ党の北朝鮮利

用に飽きた若年層が、ツイッターを用いて与野党の得票差が僅差である情報を共有し、投

票締め切り直前になって選挙に参加したことで、投票率を上げる結果となったといわれる

（【図５】参照）。実際、今回の選挙では50代の投票率と20～30代の投票率の差が目立た

なくなっており、若年層の投票が選挙結果に大きく影響したことを裏付けている。 

 

                                                                                 

(13) 韓国で教職員の労働組合の結成に関する議論は1987年全国教師協議会の結成とともに始まっ

たと言われている。議論が実を結び1989年に全国教職員労働組合が結成されたが、政府は“左

寄り教育”であるという理由で、当時の文教部（日本の文科省にあたる）は労働組合に加入し

た1,519名の教職員を解任し、42名の教職員が拘束された。また、今回の選挙前は、民主労働

党に党費及び後援金を出した全国教職員労働組合所属の教職員169名を解任することに決め、

世間の注目を集めた（1999年に制定された「教育の労働組合設立及び運営等に関する法律」で、

教職員の政党への寄付や支援活動を厳しく取り締まってきている）。そのため、今回の教育監

と教育委員の選挙は政治とは無関係であるというタテマエとは違って、政府・与党の政策に応

じてきた保守系候補者と全国教職員労働組合や野党の支持を受けた革新系候補者との戦いであ

ることは明らかであった。 

   全国教職員労働組合に関しては、ユン・ジヒョン『先生のための言い訳 ― 全国教職員労働

組合、20年間の備忘録』（私たちの教育、2009年）、が詳しい。 
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【図５】第４回と第５回地方選挙時間別の投票率の推移 

                                       （単位％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞ 中央選挙管理委員会 

 

 

 

 5. 同時選挙が残した課題 

 

(１) 国政と地方自治の連携政治を切断できるきっかけとなったか 

   過去の地方選挙をめぐって、国政選挙であり地方選挙とは言えないというのが一般

的な認識である。地方選挙は地域のために働く代表者を選ぶものであると考える筆者

もその指摘には同感である。しかし、今回の地方選挙をめぐっては、野党推薦候補が

躍進したことで、中央と地方との力関係の再編を促し中央政府が一方的に推進してき

た政策、４大河川整備事業、世宗市修正案(14)への歯止めをかける選挙であったと思

われる。日本の革新首長の全盛期とも類似した時代が到来するかもしれない、とも思

われる選挙結果である。 

                                                                                 

(14) 中央政府・与党が推進してきた行政機関移転を白紙化する内容の世宗市修正案が６月29日の

国会本会議で否決された。この否決から今回の地方選挙が国政に影響していることが窺われる。

今回の地方選挙の与党敗北を受け、７月12日に中央政府は盧武鉉政権の原案通りに進める方針

に転換すると発表した。 
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   ４大河川整備事業については、総事業費約14兆ウォンを要する大きな公共事業で、

事業も約30％以上進行している。主務所管である国土部（日本の国土交通省にあた

る）は、国家河川整備事業が国の事務であるため、今回の選挙結果による影響はない

と言っている。しかし、工事の施工機関としてこの事業に参加している慶尚南道の場

合、今回の地方選挙で当選した道知事（今回の選挙では無所属で出馬したが、元民主

党議員）が記者会見で、地域の水源が汚染される恐れがあるため４大河川整備事業の

再検討が必要であると発言していることから、事業への何らかの影響があると思われ

る。 

   また、世宗市（行政首都移転）に関しても、移転先の地域で選ばれた３名の広域自

治体の首長（大田広域市、忠清北道、忠清南道）が口を揃えて現在の政府案に反対ま

たは議論の余地があるという立場であるため、政府の計画に支障が生じる可能性があ

る。 

   この結果を有権者の声として受け止め、大きな公共事業を実施する前に、徹底的な

議論と調査を行う契機としてほしい。さらに、野党推薦で選ばれた首長たちが、今ま

での行政とは異なる、行政への市民参加の活路を開く試みを始めていることにも期待

したい。 

 

(２) 選挙制度をめぐる問題 

   今回の選挙区の中では、首長・議員・教育監選挙合わせて約40人も候補者が出る地

域もあったことからすると、各々の候補者の選挙公約を比較しながらこのうちの８名

を選ぶことは至難のことであったに違いない。さらに今回の選挙では、教育監・教育

委員を除く、すべての選挙に出る候補者は中央政党の推薦を受ける政党推薦制が導入

されていた（無所属として出ることも可能）。 

   地方選挙における政党推薦制は、1991年の広域議員選挙から始まり、1995年第１回

地方選挙の際、広域自治体首長・議員、そして基礎自治体の首長まで施行された。第

４回地方選挙からは基礎自治体議員まで導入されることになった。しかし、基礎自治

体をめぐる選挙までも政党推薦制が導入されたことで、各政党の選挙運動やマスコミ

の報道そして有権者の関心も中央政治に引きつけられ、地方自治のための地方選挙が

国政の政局に結び付けられることになってしまった点は否めない。 

   実際に、1991年地方自治制度が導入された当時、基礎自治体議員選挙への政党推薦

制導入をめぐる議論があったが、基礎自治体議員だけでも国政から離れ地域の住民生
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活中心の活動を行うようにすべきであるという理由から導入は見送られた(15)。さら

に、全国市長・郡守・区長協議会や地方分権運動団体は基礎自治体の首長も政党推薦

制から外すように主張したが、政府の政治改革特別委員会は政治関係法改正過程でこ

のような声を無視した。結果的に、政党推薦制に関する議論を深めることなく、基礎

自治体議会議員の政党推薦制を導入した。 

   選挙日程(16)についても、本格的な選挙運動が可能なのは14日間で、１つの選挙区

当たり平均20人の候補者がいる中、このような短期間で有権者が各選挙の候補者一人

一人の公約を見分けるには十分とは言えない。前回の2006年の選挙制度では比例制度

や基礎自治体の議員の政党公選制が導入されるなど大きな制度的変化があり、さらに

今回の選挙では上述のように教育監と教育委員選挙が加えられるようになったので、

このように選挙ごとに変わる選挙制度で制度そのものを理解するのも難しかったと推

測される。 

   選挙関連法である公職選挙法は、日本と同様に選挙費用や選挙運動に関する規制が

多い「べからず法」になっているため、選挙後は決まって多くの候補者が選挙法違反

で拘束される始末であった。ただし、中央選挙管理委員会によると、今回の選挙法違

反件数は2,119件で、前回地方選挙の3,653件より約40％減少したと発表した。選挙法

違反が減った理由には、選挙法改正で、今回地方選挙から導入された予備候補者登録

システムが影響したと思われる。 

   予備候補者登録システムでは、選挙に出ようと思う候補者が、広域自治体首長及び

教育監の場合は選挙日前120日から、他の候補者（広域議会議員・基礎議会議員、そ

して基礎自治体首長）の場合は選挙日前90日から予備候補者として中央選挙管理委員

会に登録することで、早めに選挙準備や活動に取り組むことができるようにした。予

備候補者として登録を行えば、選挙事務所の設置、名刺の配付、電子メールでの情報

配信などの一定程度の選挙活動も認められるため、今回の地方選挙に出た候補者たち

                                                                                 

(15) チン・デゥセン『地方議会論』、韓国学術情報、2010年参照。 

(16) ちなみに選挙日程は以下の通りである。 

   【日程】 

    ● 候 補 者 登 録：５月13日～14日 

    ● 不在者報告期間：５月14日～18日 

    ● 公式選挙運動期間：５月20日～６月２日 

    ● 不在者投票期間：５月27日～28日 

    ● 投 票 日：６月２日 
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は選挙運動への余裕ができたと思われる。 

   しかし、今国会では（2010年６月末現時点）、市・郡の合併推進と基礎議会廃止等

を中心内容とする「地方行政体制改編に関する特別法」の上程についての議論が与野

党の間で行われていて、選挙制度に再び変化があるかどうか、地方行政体制がどう変

わるのか、目を離せない状況である。 

 

(３) 住民の意思は？ 

―

 住民投票と地方選挙との関係 

   2005年７月27日、済州道では行政階層構造の改編のための住民投票が実施され、４

つの市・郡（基礎自治体）を２つの行政市に統合し、市・郡の基礎自治体議会を廃止

し、単一広域自治制度にすることを決めた。2006年７月に「済州特別法」によって済

州特別自治道が誕生し、知事が行政市の市長を任命するようになった。その際、行政

市の予算編成はもちろん人事権まで道が持つようになり、道知事の権限だけが強化さ

れるようになったという批判を受けてきた。 

   今回の地方選挙で済州特別自治道の首長選挙に出た候補者の３人の中で、２人が行

政構造の改編を公約として掲げた。選挙で当選した愚勤敏（ウ・クンミン）は、2006

年から始まった単一広域制度で行政と住民との距離が遠くなったと指摘し、さらに草

の根の民主主義の復元のための「基礎自治体の復活」を選挙公約として挙げていた。

基礎自治体の首長を住民直接選挙で選び、現在道知事が持っている行政市の人事権と

予算編成権を移譲するという公約であった。しかし、その中でも基礎自治体の議会の

復活については言及していない。 

   韓国の憲法第118条は地方自治体に議会を置くことを規定しており、第２項で組織

と権限等に関する事項は法律で定めると書かれている。憲法において基礎自治体と広

域自治体の定義についての具体的な言及はないが、憲法の趣旨と地方自治法から基礎

自治体と広域自治体は相互独立的な法人格であることは明らかである。そのため、も

し済州特別自治道において再び基礎自治体の首長を住民の直接選挙で選ぶのであれば、

当然議会も住民の手で選ぶべきであるという指摘もある(17)。 

   そのため、愚知事の公約は選挙戦の際にも他の候補者からも憲法違反であると批判

され、愚知事自身も特別法の改正が必要であると認めた。実際、特別自治道の導入前

から基礎自治体をなくすことに反対する声は大きく、2006年に行われた住民投票でも

                                                                                 

(17) 「済民日報」、2010年６月15日付記事参照。 
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僅差で基礎自治体を廃止することになった。ともあれ、基礎自治体の廃止は住民投票

で決まった自己決定であり、今回基礎自治体の復活を公約にあげた候補者が選ばれた

のも住民の意思表明である。このことをめぐる今後の動向に注目したい。 

 

 

 終わりに 

 

 日本では制度を変えるためには時間がかかる一方で、韓国では政権が替わるたびに制度

が変わってきた。もちろん、制度変更は現状の問題を改善するためという名目下で行われ

るが、ときには政権を維持するための手段として使われてきた事実もある。韓国では、度

重なる制度変更のため、制度が定着する前にまた制度が変わってしまう、という問題が発

生している。有権者も度重なる選挙制度の変更で混乱を味わったのは事実である。 

 今回の地方選挙でも現政権の中間評価的な面があったことは否めないとしても、「政治

のための政治」ではなく、地域の福祉・教育・環境等を考えた公約が出始めたことから、

地方自治が根付くことに明るい兆しもみえてきた。今回の地方選挙で、韓国人は民主主義

を学ぶ地方自治の授業を受けることとなったと思う。これを踏み台として次回はもっとわ

がまちを考える候補者を選べるようになることを期待したい。 

（ジョン ジユン 公益財団法人地方自治総合研究所特別研究員） 
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